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労働衛生管理関連の報告書や記録類は、該当する法令で細かく様式や保存期限等が定められている。法令においては報

告書や記録類の基本は紙媒体であるが、近年、電磁的記録も認めている。また 2017 年施行の改正個人情報保護法で健康

診断情報は「要配慮個人情報」に該当するが、労働安全衛生法が要求する健康診断記録などは同法の適用外とされ、本人の

同意は不要である。本報では労働衛生関係のうち、報告書や記録類の電磁的記録化を行なう上で満たすべき要求事項を明

確にする。調査した結果、労働衛生管理関連の報告書や記録類の電磁的記録化は 2024 年時点で広く常用されているデジ

タル技術を活用すれば十分に実現可能である。なお電磁的記録化後の紙媒体の報告書や記録類の保存要否については別

途所轄の労働基準監督署に相談する必要がある。 

1. 緒言 

労働衛生管理に関しては各種法令で細かく規

定が定められ、保存年限を定めた保存義務を課

せられた報告書や記録も多い。ここでは労働衛

生 3 管理と呼ばれる「健康診断結果」、「作業環

境測定結果」、「作業記録」の電磁的記録化を

行なう上での要求事項や法令根拠を明確にする。 

2. 労働衛生管理の文書保存に関する法的要

求 

2.1. 特定化学物質障害予防規則 

2.1.1. 健康診断の結果 

第 40 条 (健康診断の結果の記録) で当該

労働者が受けた健康診断を含む「特定化学物

質健康診断」の結果に基づき、特定化学物質健

康診断個人票を作成し、これを 5 年間保存しな

ければならない。また事業者は、特定化学物質健

康診断個⼈票のうち、特別管理物質を製造し、ま

たは取り扱う業務（クロム酸等を取り扱う業務に

あっては、クロム酸等を鉱石から製造する事業場

においてクロム酸等を取り扱う業務に限る。）に

常時従事し、または従事した労働者に係る特定

化学物質健康診断個⼈票については、これを30

年間保存するものとする。 

保存期間の算定は、各個⼈ごとに当該事業場

において特別管理物質に係る業務に常時従事す

ることとなった日から起算する（図1のルール①）。

なお当該事業場において当該業務に常時従事

することとなった日から 30 年間を経た労働者に

ついても 5 年間は健康診断個⼈票を保存しなけ

ればならない（図 1 のルール②）。 

ここで特定化学物質障害予防規則の第３９条

第 2 項「常時従事させたことのある労働者で、現

に使用しているもの」とは、社内でこれまでに常

時従事したことのある労働者をさし、現在も雇用

している労働者に対しては配置転換後も退職す

るまで特殊健康診断を実施しなければならない。

図 1 に特別管理物質の健康診断結果の保存義

務期間を示す。 [1] [2] 

高等学校を卒業して 18 歳で入社し、改正高

年齢者雇用安定法が目標にしている 70 歳まで

図 1 特別管理物質の健康診断結果 [2] 

納品物① 
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の雇用 [3]を想定すると退職は 52 年後になる。

仮に途中で取扱いがなくなっても 30 年後の 48

歳になるまではルール①により事業者は健康診

断結果を保存する義務がある。 

また特別管理物質に関する特殊健康診断は

退職時の 70 歳まで特殊健康診断が継続され、

それら各年度実施の特殊健康診断結果は、ルー

ル②により事業者は健康診断結果を5年間保存

する義務がある。最終的には退職直前の 69 歳

あるいは 70 歳で受ける特殊健康診断が最後と

なり、それもルール②で 5 年間の保存義務を負う

ので開始から計算すると実質 57 年間の保存義

務になる。 

なお特別管理物質を扱い始めた初期の健康

診断結果で 30 年経過したものは破棄しても法

的には問題ないが、愛知労働局のリーフレットに

は「このリーフレットに示した保存期間は、法令で

義務付けられる最低の期間です。これを上回る

期間保存しても差し支えありません。」と付記され

ている。 

したがって、特定化学物質障害予防規則の特

別管理物質に該当する化学物質は、最長 57 年

の保存義務を負っているとすべきであろう。特定

化学物質障害予防規則では、第 40 条（健康診

断の結果の記録）から「特定化学物質健康診断

個人票」(様式第二号)の長期保存が求められて

いる。 

2.1.2. 作業環境測定結果や作業記録 

作業環境測定結果の保存期間は、労働安全

衛生法とその関連規則に作業環境測定の頻度

と保存期間が定められている。その一覧を表 1

に示す。短いもので 3 年、長いものは特別管理

物質の一部が 30 年、石綿が 40 年になる。また

愛知労働局のリーフレットによると作業環境測定

記録と作業記録を健康診断結果である「特定

化学物質健康診断個人票」と対にしての保存に

留意としている。 [2] 

特定化学物質障害予防規則では、第 36 条

（測定及びその記録）では、記録事項の指定が

され、それらは、１ 測定日時、 2 測定方法、 3 

測定箇所、 4 測定条件、 5 測定結果、 6 測

定を実施した者の氏名、7 測定結果に基づいて

当該物質による労働者の健康障害の予防措置

を講じたときは当該措置の概要、となる。 

また第 38 条の 4（作業の記録）では、事業者

は、特別管理物質を製造し、⼜は取り扱う作業場

において常時作業に従事する労働者について、

一月を超えない期間ごとに次の事項を記録し、

これを 30 年間保存しなければならない。1 労働

者の氏名、2 従事した作業の概要及び当該作

業に従事した期間、3 特別管理物質により著し

く汚染される事態が生じたときは、その概要及び

事業者が講じた応急の措置の概要、とされる。 

2.2. 石綿障害予防規則 [2] 

石綿障害予防規則も特定化学物質障害予防

規則に概ね同じ要求になっている。第 41 条（健

康診断の結果の記録）、第 36 条（測定及びそ

の記録）、第 35 条（作業の記録）で規定される。

石綿の場合は、業務に従事しなくなった日から

40 年間の保存義務になる。 

 

仮に高等学校を卒業して 18 歳で 2024 年

度春に入社し、退職の 70 歳まで石綿等を扱う

業務に従事とすると 110 歳時点の 2116 年ま

図 2 石綿等の健康診断結果 [2] 
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で、「石綿健康診断個人票」、「作業環境測定結

果」、「作業記録」の保存義務を負う。 

石綿障害予防規則では、現状の雇用形態や

近将来の退職年齢を考慮すると、実質 92 年に

なる可能性がある。これは極めて極端な例かもし

れないが、法令上、約 1 世紀に渡る報告書や記

録類の保存義務を課せられている。 

2.3. 電磁的記録に関する厚生労働省令 [4] 

平成 16年（2004 年）に施行された「民間事

業者等が行う書面の保存等における情報通信

の技術の利用に関する法律（平成 16年法律第

149号）」（以降、ｅ-文書法とする）に基づき、平

成 17 年（2005 年）に厚生労働省令第 44 号

が出されている。この省令は、「厚生労働省の所

管する法令の規定に基づく民間事業者等が行う

書面の保存等における情報通信の技術の利用

に関する省令」であり、労働安全衛生法などが

要求する報告書や記録類の電磁的記録は本省

令に基づくと考えられる。 

2.4. 電磁的記録に関する厚生労働省労働基

準局の通達 [5] 

前述の e-文書法を受け、平成 17 年（2005

表 1 作業環境測定の頻度と記録の保存期間 [11] 



特殊健康診断等のデータ⼊⼒標準化およびデータ利活⽤ツール開発のための研究 

2024 年 3 ⽉ 

4  

 

年）3 月 31 日付で厚生労働省労働基準局長

から基発第 0331014 号「厚生労働省の所管

する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書

面の保存等における情報通信の技術の利用に

関する省令について」が通達で出されている。  

この通達では電磁的記録の可能な書面の種

類等が規定された。本通達の要旨は、法令上書

面保存が義務付けされた紙媒体の書面を、コン

ピュータを利用した電磁的記録による保存に替

えることができる。対象とする電磁的記録は、コン

ピュータで作成したファイルまたはスキャナ（画像

読取り装置）で読み取ってできた画像ファイルで

ある。他に通達で要求している概要には以下が

ある。 

①電磁的記録で保存する場合に必要に応じ

て保存されているファイルをコンピュータに

接続された他の機器に書面として表示で

きること。 

②労働基準監督署の臨検等では保存文書

の閲覧、提出等が必要な場合に直ちに必

要事項が明らかになり、写しを提出しうる

こと。 

③電磁的記録が故意または過失により消去、

書き換え、混同ができないこと。 

④保存義務のある情報と保存義務のない情

報の両方を扱う際にそれぞれを明確に区

別する機能を有すこと。 

⑤保存義務のある情報を正確に記録できる

こと。 

⑥法令の定める期間損なわれることがない

こと。 

⑦電磁的記録装置で圧縮して保管するシス

テムでは圧縮したファイルを正確に復元で

きること。 

⑧紙媒体の書面作成において記載すべき事

項とされている署名に代わり、電子署名で

氏名または名称を行なうことが望ましい。 

要求①、②は電磁的記録されている情報を速

やかに表示でき、必要に応じプリンタ等で写しを

印刷出力できることである。 

要求③は、電磁的記録の原本性の証明でタイ

ムスタンプの付与の対応になろう。タイムスタンプ

とは、あるデータが生成された時刻を正確に記

録する技術のことで、不正改ざん防止や証明書

の発行、時間の証明など、様々な分野で活用さ

れている。このタイムスタンプとは時刻認証業務

認 定 事 業 者 （ TSA ： Time-Stamping 

Authority）から時刻情報を取得し、それを電磁

的記録データに付加することで実現される。具体

的には、TSAが保有する公開鍵証明書を用いて、

データに署名を行い、その署名とともに時刻情報

をデータに付加することで、後からデータが改ざ

んされていないことを証明できる。 

要求④は、保存義務の有無は、システム上で

明確に区別できるように設計する必要がある。 

要求⑤は、コンピュータシステムとしては当然

のことながらスキャナの読取り時などの解像度

設定などをシステム設計や運用で明確にする。 

要求⑥は、コンピュータシステムの故障リスク

なども想定して、記憶装置の冗長性やバックアッ

プなどもシステム設計に織り込む。 

要求⑦は、圧縮記録しても必要な情報を損な

うことなく復元できることを求めている。スキャナ

で読み取った画像は、生成するファイル容量の抑

制で不可逆圧縮を行なうことが多いが、その圧

縮度合いも人の目で読むときに支障がないよう

な圧縮設定の運用ルールを定める必要がある。 

要求⑧は、電磁的記録のファイルに責任者や

作成者の電子署名を付与することで対応できる。 

基発第 0331014 号の通達を根拠にした電

磁的記録のシステム設計は、2024 年時点で特

に難しい技術的要求はなく、グローバルに利用さ

れている Adobe社の PDF ファイルを利用し、当

社ファイルサーバ系を活用すれば法的要求を満

足することは十分可能と考えられる。 
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ただし本通達ではスキャナを利用する際の解

像度などの具体的な指示はされていない。この

設定次第でファイルの記憶容量が大きく変動す

る。労働安全衛生ではないが、スキャナ読取りに

よる電磁的記録に言及している平成 10 年大蔵

省令第 43 号「電子計算機を使用して作成する

国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関す

る法律施行規則」を次に詳述する。 

2.5. 国税関係帳簿書類の保存に関する施行

規則 [6] [7] 

電子計算機を使用した国税関係帳簿書類の

保存方法は特例として扱われ、「電子計算機を

使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方

法等の特例に関する法律施行規則」で具体的な

施行規則が定められている。第 2 条の 2 に「当

該電磁的記録をディスプレイの画面及び書面に

整然とした形式及び明瞭な状態で、速やかに出

力することができるようにしておく」は、基発第

0331014 号「厚生労働省の所管する法令の規

定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等に

おける情報通信の技術の利用に関する省令につ

いて」と変わらない。 

それを受け、第 2 条の 6の 1 の２のイでスキャ

ナ読取り他の要求が決められている。その要件を

表 2 に示す。 

 

2.6. 個人情報保護法 

平成 29年（2017 年）5月 30 日施行の「改

正個人情報保護法」では個人情報の定義明確

化がなされ、「要配慮個人情報」が新設されて、

すべての健康情報は要配慮個人情報に該当す

るとされた。会社で取り扱う要配慮個人情報は以

下のとおりと考えられる。 

2.6.1. 会社が保持するもの [8] 

① 労働安全衛生法に基づき取り扱われる健

康情報：定期検診や特殊健診の結果、長

時間労働の面接指導からの健康情報など 

② ストレスチェック制度に基づき取り扱われる

個人情報 

③ 休業や復職の際の診断書、法定項目以外

の健診結果、保健師同や健康相談の内容

など 

④ 身体障害や知的障害、精神障害に関する

情報 

2.6.2. 従業員が所持する情報 [8] 
① 高齢者の医療の確保に関する法律にもと

づき取り扱われる健康情報：特定健診結

果、特定保健指導の内容 

② 人間ドックやがん検診の結果、保健指導の

内容 

③ レセプトなどに記載された病歴、診断、調

剤の記録 

④ 身体障害や知的障害、精神障害に関する

情報 

2.6.3. 要配慮個人情報取得時の本人同意要

否 [8] 

改正個人情報保護法の第 17 条 2 項で同意

の除外があり、労働安全衛生法に基づく健康診

断結果は本人の同意を得なくても取得可能にな

っている。 

3. 電磁的記録の利用のメリット・デメリット 

記録や報告書の保存は、原則的には紙媒体

での保存とされるが、法律上の要請されている

一定の条件を満たせば電磁的記録による保存

が認められている。数十年に及ぶ非常に長期の

表-2  国税関係帳簿書類のスキャナ保存要件 
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報告書や記録の保存について、そのリスクと問題

点をここで整理する。 

3.1. 紙媒体の長期保存のリスクや問題点 

報告書や記録類に使う紙媒体は、現状ではプ

リンタ や複合機で 使 用 で き る PPC（Plain 

Paper Copier）用紙が主流である。PPC 用紙

は、化学パルプ配合率が 100%である。日本で

は木材片を化学的な処理によってパルプにした

もので使用する薬品によって、亜硫酸パルプ、硫

酸塩パルプなどに分類される。これらは酸性紙

に分類され、保存環境に大きく影響されるが寿

命は一般的に 50 年から 100 年程度で紙が著

しく劣化したり分解したりする。 [9] 

他にも紙の保存リスクは種々あり、漏水などに

よる水濡れ、虫食い、カビ、著しい変色、火災によ

る消失などがある。 

また事務用に常用されている PPC用紙は、厚

みは約90μmで、A4サイズ 1枚当たり、約 4g

とされる。仮に当社グループの特殊健康診断対

象者を 3,000 人とし、年間一人当たりの報告書

や記録を A4 の PPC 用紙で 10 枚程度とする

と年間総量で 30,000 枚となる。これの 30 年

間分は、900,000 枚になり、単純に積み重ねる

と厚み 81mに相当し、重量にして 3,600kg、体

積で 5.1㎥となる。 

石綿障害予防規則の要求のように取扱い始

めてからの健康診断結果や作業環境測定結果、

作業記録を全て残す場合を想定し、それらの

100 年間保存を仮定すると、保存すべき紙の報

告書や記録類の総量は、3,000,000 枚、重量

12,000kg、体積 17㎥と膨大な量になる。 

なおこれらは原本のみの保存であり、万一の

消失に備えて複製を 1 部準備するだけでも単純

に重量 24,000kg、体積 34㎥となる。 

したがって今後のことを考えると紙媒体ではな

く保存すべき情報を高密度に記録できる電磁的

記録の採用が不可欠である。 

3.2. 電磁的記録のリスクや問題点 

電磁的記録は、データを電磁波として記録・保

存する方法である。現在の高容量記憶の主流は

ハードディスクやテープドライブなどが該当する。

電磁的記録のメリットは、大量のデータを長期間

保存可能で、データの読み書き速度が速いこと

が挙げられる。一方、デメリットは、ハードディスク

は物理的な衝撃に弱いことや強い電磁波の影

響を受けやすいことがある。 

なお電磁的記録は、デジタル方式でデータを

ハンドリングするので容易かつ正確に複製を高

速に行なうことができる。この特性を活かし、遠

隔地に置いたバックアップサーバにデータを複

製して保存でき、それもインターネット経由でリア

ルタイムに実施できるので紙媒体では全て消失

してしまうような大規模な水害や火災に被災して

も全く同じデータを遠隔地のバックアップサーバ

に残るデータを使って完全復旧可能な点が最大

の強みである。 

一方、紙媒体に比べての弱みは、データの読

み出しにコンピュータとディスプレイまたはプリン

タを必要とし、データ保存のフォーマットが異なる

とデータを読み出せないことなどがある。 

ここで厚生労働省が提供する作業環境測定

結果報告書（証明書）様式を電子帳簿保存法

の要求するスキャナ保存仕様で PDF ファイル化

すると 1枚あたり、110KBのファイル容量になっ

た。これを元に 100 年間分の 3,000,000枚を

デジタルデータで保存すると 330,000MB

（330TB）に相当する。 

現在、高容量のデジタル記録に磁気テープ

（LTO：Linear Tape-Open）が使用されるが、

現行の LTO-9規格では 18TB（圧縮時 45TB）

を 1巻で記憶できるので、100 年分でも LTO-

9 の磁気テープを使用して 8 巻で済む。図３に

LTO-9 の磁気テープを示す。紙媒体での保存

時と比較し、約 1/18,000 と極めてコンパクトに

大量のデータを保存できる。 
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なお現在開発中の LTO-12 規格では、保存

容量 192TB（圧縮時 480TB）が予定されてお

り、民生用で使えるようになるのは、まだ数年先

のことながら、これが実用化されると 100 年分

であっても近将来の LTO-12 テープなら 1 巻

で済む。 [10] 

 

4. 廃業時の事業者の責務 [1] 

特定化学物質障害予防規則では、事業者が

廃業する際の手続きを第 53 条で規定している。

抜粋すると「特別管理物質を製造し、又は取り扱

う事業者は、事業を廃止しようとするときは、特別

管理物質等関係記録等報告書（様式第十一号）

に次の記録及び特定化学物質健康診断個人票

又はこれらの写しを添えて、所轄労働基準監督

署長に提出するものとする」となっており、①作業

環境測定結果の記録、②作業記録、③特定化学

物質健康診断個人票の原本または写しを所轄

の労働基準基準監督署長に提出する必要があ

る。 

紙媒体で提出すると仮に 30 年分として、UBE

グループ全体で900,000枚、重量3,600kgの

提出となる。一方、汎用のコンピュータで読める

標準的な PDF 化ファイルを磁気テープに記録し

て提出すると LTO-9 規格の磁気テープであれ

ば、非圧縮ファイルでも 6巻渡せば済む。 

5. 労働衛生関係の電磁的記録の法令要求の

まとめ 

5.1. 電磁的記録対象とする健康診断個人票 

[11] 

対象とする健康診断個人票を以下に示す。 

① 健康診断個人票(雇入時) [12] 

② 健康診断個人票(定期) 

③ 海外派遣労働者健康診断個人票(派遣

前・帰国後) 

④ 有機溶剤等健康診断個人票 

⑤ 鉛健康診断個人票 

⑥ 四アルキル鉛健康診断個人票 

⑦ 特定化学物質健康診断個人票 

⑧ 高気圧業務健康診断個人票 

⑨ 電離放射線健康診断個人票 

⑩ じん肺健康診断個人票 

⑪ 石綿健康診断個人票 

⑫ VDT健康診断個人票 

⑬ 腰痛健康診断問診票 

⑭ 腰痛健康診断個人票 

⑮ 騒音健康診断個人票 

⑯ 振動健康診断職歴調査 

⑰ 振動健康診断自覚症状調査票 

⑱ 振動健康診断個人票(第一次) 

⑲ 振動健康診断個人票(第二次) 

 

5.2. 電磁的記録対象とする作業環境測定結

果報告書 [13] 

対象とする環境測定結果報告書や結果記録

表を以下に示す。 

① 作業環境測定結果報告書（証明書） 

② 結果記録表：粉じん用（A様式） 

③ 結果記録表：特定化学物質、鉛、有機溶剤、

石綿用（B様式） 

④ 結果記録表：個人サンプリング法用（粉じ

ん用）（C様式） 

⑤ 結果記録表：個人サンプリング法用（特定

化学物質、鉛、有機溶剤用）（D様式） 

図 3 磁気メディア LTO9 テープ 
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5.3. 電磁的記録対象とする作業記録 

5.3.1. 法定作業記録 

特定化学物質で特別管理物質となったクロロ

ホルムほか４４物質に 1･3－ブタジエン、1･4-ジ

クロロ-2-ブテン、硫酸ジエチル、1･3-プロパン

スルトンの 4 物質を取扱う作業記録は法定で必

須である。 [12] 特定化学物質障害予防規則の

物質ごとの規制早見表を付表-1 に示す。 

労働安全衛生規則第 577 条の２第３項の規定

に基づきがん原性がある物として厚生労働大臣

が定める対象物質を付表-2 に示す。がん原性

化学物質の作業記録も法定で必須である。 

微生物を用いる変異原性試験、哺乳類培養細

胞を用いる染色体異常試験等の結果から強度

の変異原性が認められた化学物質や変異原性

化学物質を含有するものを「変異原性が認めら

れた化学物質による健康障害を防止するための

指針」で指定された化学物質も本指針で作業記

録の 30 年間保存義務がある。 [14] 2024 年

3 月時点で強い変異原性が認められた化学物

質は、既存化学物質 244 物質あり、新規届出化

学物質が 1,102 物質ある。 [15] 

強い変異原性が認められた化学物質は物質数

が非常に多いので指定されている化学物質の詳

細は次のウェブサイトで確認されたい。 

①強い変異原性化学物質（既存）

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/ankgc04.

htm 

②強い変異原性化学物質（新規届出） 

https://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/kag/ankgc03.

htm 

5.3.2. 自主的管理作業記録 

法定作業記録の他に特殊健康診断の対象とす

る作業の記録は自主的管理で任意である。 

6. 基本コンセプトや基本システム設計 

労働衛生関係の書面保存は、原則紙媒体で

はあるが、平成 17 年（2005 年）に厚生労働省

令第 44 号「厚生労働省の所管する法令の規定

に基づく民間事業者等が行う書面の保存等にお

ける情報通信の技術の利用に関する省令」なら

びに基発第 0331014 号「厚生労働省の所管

する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書

面の保存等における情報通信の技術の利用に

関する省令について」が通達で電磁的記録の利

用は認められている。 

法令で認められ、法令要求に沿った電磁的記

録システムの具現化を進める上で基本コンセプ

トや基本システム設計が必要である。 

6.1. 電磁的記録システムの基本システム要求

まとめ 

ここまで調査した法令要求他を表 3 に示す。コ

ンピュータシステム設計時は、特に数十年に及ぶ

記録の保持や運用を考慮して全体のシステム設

計を進める必要がある。 

6.2. 紙媒体の報告書や記録類の扱い 

ここまでの調査で電磁的記録化は法令でも認

められていることを確認できたが、電磁的記録化

後の紙媒体の報告書や記録類の運用に関して

の規定は見当たらなかった。基発第 0331014

号「厚生労働省の所管する法令の規定に基づく

民間事業者等が行う書面の保存等における情

報通信の技術の利用に関する省令について」の

要求に「労働基準監督署の臨検等では保存文

書の閲覧、提出等が必要な場合に直ちに必要事

項が明らかになり、写しを提出しうること」とある

ことから電磁的記録化のシステムが完成した後

に労働基準監督署の担当者立会いの下で、ディ

スプレイ閲覧や印刷状態を実際に見せ、紙媒体

保存の要否を改めて相談する必要があろう。それ

で労働基準監督署の了解を得て電磁的記録化
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したものから紙媒体の逐次保存廃止が望ましい

と考えられる。 

7. 結言 

労働安全衛生に関する記録類の電磁的記録

の利用は認められていることを確認できた。しか

し、電磁的記録の実現方法については具体的な

ものはなく、法令要求に沿ったものを自主的に設

計する必要がある。 
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表 3 電磁的記録システムの基本システム要求まとめ 
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